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１．はじめに
　平成１８年３月に告示された小学校学習指導要領で、５・６年生の外国語活動
の必修化が明記された。平成２３年度から全国すべての小学校で、高学年は年間
３５時間、週に１回の外国語活動を行うことになる。文部科学省による小学校英
語活動実施調査によると、何らかの形で英語活動に取り組んでいる学校の割合
が、平成１８年度に９５％を超え、その数は年々増加していることが分かる。しか
し、平成２０年度の英語活動の年間時数の平均は、６年生で１８.４時間である。多
くの小学校で、この時数を３年のうちに２倍近くに増やすことになる。同じく
文部科学省の平成２１年度公立小・中学校における教育課程の編成・実施状況調
査によると、平成２１年度計画で英語活動の年間時数の全国平均は、２８.２時間で、
３５時間にすると回答した学校の割合が５年生、６年生ともに５３.８％である。そ
して、平成２２年度予定では、５・６年生英語活動の年間時数の全国平均は３２.２
時間になる。
　多くの小学校が、完全実施が始まるまでのこの２年で、このように外国語（英
語）活動の年間時数を３５時間へ向けて急ピッチで増やすことになる。この数字
の増加が実際に意味することは、その数だけ学習指導要領に沿った外国語活動
の授業を行うということなので、短期間で実施にもっていくのは容易なことで
はなく、小学校の担当者にとってはかなりの負担となるだろう。週に１回、授
業があるということは、これまで多数の学校がＡＬＴ任せの特別な授業として
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行っていた英語活動ではなくなるということである１）。これまでの年間計画を
見直して、新たなレールを敷き直し、授業自体を学級担任中心に授業作りをす
ることが求められているのである。
　さらに、小学校での英語活動は、教師がかつて皆生徒として体験している中
学校英語とは違うという点を踏まえて、授業作りをすることが求められている。
つまり、学習指導要領では英語のスキル重視でなく、「広い意味でのコミュニ
ケーション能力を育成する」ことを第一の目標としている。その意味では、小
学校教諭にとって外国語（英語）活動は、未知の領域に踏み込むようなもので、
その主旨をよく理解した上で方向性を間違わずに進むことが大変重要になる。
そのためには、指導に当たる小学校教員全員に対する教員研修が必須である２）。
本来ならば、そうした研修が必修化を前にしたこの時に早急に行われるべきだ
が、文部科学省の方針では、各小学校が中核教員を置き、校内研修で教員全体
へ研修を行うとしている。
　小学校英語の研修体制と、英語活動を担当する小学校教員（学級担任）に求
められる能力については、すでに本紀要第１４号（２００８）に述べている。しかし、
状況は年々動いており、教員研修については、現状認識と課題の再考が必要の
ように思われる。現状の研修体制の中では、中核教員が大変大きな役割を担っ
ており、中核教員養成の研修と中核教員による各学校での働きが、平成２３年度
から完全実施となる外国語活動の成否の鍵になるだろう。実際のところ、各学
校１名の中核教員がどれほどその役割を果たしているのか、大変気になるとこ
ろである。本稿では、まず、中核教員の役割を明らかにし、指導者研修の内容
に踏み込み、１９年度・２０年度の四国・九州ブロック研修の資料より中核教員へ
の研修内容から中核教員の身につける知識・技能を検討する。次に、四国・九
州ブロックにおける地方行政レベルの研修を１９年度・２０年度の動きを見ること
でその傾向を分析し、四国・九州地域の小学校英語研修の現状と課題を探りた
い。
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２．中核教員
　その中核教員とは、文部科学省による『小学校外国語活動研修ガイドブック』
には、各小学校において外国語活動を推進できる教諭と定義されている。そし
て、中核教員には、1各学校で管理職のサポートを得て、２年間で３０時間程度
の校内研修を円滑に運営し、現職の教師全員に対して、中核教員研修の内容を
熟知させることと、2理論等の知識を得るだけにとどまらず、自ら実践を通し
て効果的な指導法を体得し、様々な実践に対して適切な評価や指導が出来るよ
う研鑽することが求められている。（文部科学省，２００８，１０）つまり、中核教員
は、外国語活動の校内研修を企画運営するだけでなく、外国語活動の指導力を
持ち、研修の中で、自ら指導や評価が出来なければならない。
　さらに、同ガイドブックに、校内研修において中核教員に求められることと
して具体的に次の３点が挙げられている。1中核研修で習得した小学校外国語
活動の基本理念を始めとし、様々な指導方法等について、教師に紹介および解
説を行うこと、2研究授業においては、運営および指導助言を行うこと。その際、
自らも授業を公開し、指導方法の周知徹底を図ること。3自己研修について効
果的な研修方法を伝えるとともに、グループで研修を行うなどの環境をつくり
だすこと、である。（文部科学省，２００８，１１）金森（２００３，３０－３１）は、「総合的
な学習の時間」の中で「国際理解教育の一環としての英会話」を小学校で導入
できるようになったときに、その担当者は、英語専科教師、学級担任、外国人
講師のうちの三者あるいは二者で行うべきだと主張し、その中の英語専科教師
の役割を次のように述べている。1「国際理解教育の一環としての英会話」の
学習指導要領上の位置づけや目的についての十分な理解、2地域や学校の実態
を見ながらカリキュラムを作成する能力、3英語運用能力、4コンピューター
やその他の機器を十分に使える能力、5プログラムディレクターとして連絡調
整能力である３）。新学習指導要領においては「総合的な学習の時間」における
英会話の位置づけはなくなるので1「国際理解教育の一環としての英会話」の
学習指導要領上の位置づけや目的を、「外国語活動」の学習指導要領上の位置
づけや目的と置き換え、学校裁量で決めていた時間数が３５時間と決まるので2
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の役割は、固定された時数の内容を計画する年間指導計画の作成能力と見ると、
これらの役割は「外国語活動」を行うためにも小学校の中で必要な役割と言え
るであろう。さらに、これからの役割を厳選していくと、4ＩＴ機器を使う能
力は学校の中で別な誰かが使えれば、その人から学ぶなり、必要時に手伝って
もらうことができる。つまり、４）以外のすべてが、中核教員の必須の役割に
なるだろう。さらに、これらの役割に付け加えて中核教員は、指導力を持ち、
校内研修を運営していかなくてはならない。現状では、研究開発校や特区など
の特別なケースを除いては、英語専科はほとんどの小学校で置いていない。そ
のような中で、英語専科教師以上の役割を負う中核教員が養成研修ですぐに養
成できるものなのだろうか。
　中核教員を育成するために、同ガイドブックによると中核教員研修を各都道
府県、政令指定都市、中核市の教育委員会が主体となり実施するとしている。
さらに、その中核教員育成のための指導者研修を文部科学省が全国を５ブロッ
クに分けてのブロック研修を各地で５日間行っている４）。
３．指導者研修（ブロック研修）
　平成１９年１２月３日から７日まで５日間、独立行政法人教員研修センターと福
岡県教育委員会の主催で、四国・九州ブロックの「小学校における英語活動等
国際理解指導者養成研修」が開催された。四国・九州という括りであるが、四
国からは３県、九州・沖縄の８県と鳥取、大阪からも参加があり、計１３県が参
加している。四国からの参加が少ないことを考えると、ブロックを分ける際に、
現実的な移動の便を考慮に入れ、四国・中国という括り方の方がよかったのか
もしれない。各都道府県の参加数は、ばらつきがあり、最多が開催地である福
岡県からで２５名、１名のみの参加が２県あった。それらを除いた平均は５名程
度である。参加者の職名の内訳は、指導主事等行政関係者４３名、教頭１名、教
諭２８名の合計７２名であった。
　この研修の目的は、研修資料によると、「小学校における英語活動等国際理
解活動を円滑に実施するために研修の意義や役割、校内研修運営方法、学級担
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任の役割、教材作成の方法等について、必要な知識等を習得させ、各地域にお
いて本研修を踏まえた研修の講師等としての活動や各学校への指導・助言等
が、受講者により行われることを目的とする」としている（下線は筆者による）。
本研修によって、参加者は知識と技能の理解に留まらず、さらに英語活動に対
して指導・助言ができることを求められていることが分かる。中核教員は、前
述の通り、「２年間で３０時間程度の校内研修を円滑に運営し、現職の教師全員
に対して、中核教員研修の内容を熟知させ」なければならないので、本研修は
この要求を満たすように企画されていると言えるだろう。しかし、現実的に考
えて、知識の習得は可能でも、研修の講師や活動や各学校への指導・助言は、
実際の指導経験を積む必要があるので、５日間のこの研修で身につけるのは難
しいだろう。これまでに英語活動の指導の実践を積み、活動と児童の反応が予
測でき、児童の興味を持続させる指導案が作れる教師になるまで数年がかかる
と思われるからだ。そうした教師が中核教員となり、校内研修を企画運営する
のなら頼もしい限りだが、中核教員は各学校１名で各学校にそうした経験を持
つ教員が必ずしもいるわけではない。参加者が英語活動のベテラン教師ならば
５日間という短期間での中核教員養成も理解できるが、参加者の構成からそう
でもなさそうである。英語活動に未経験でこれからスタートさせるために参加
するということも考えられる。とすると、この研修の目的はかなり高く、現実
的には到達の見込みは低いと言えそうだ。
　この研修の構成は、文部科学省の教科調査官、大学教員、外国人講師による
課題協議が７件、小学校の校長による事例発表が１件、３室に分かれての指導
主事、小学校教員、大学教員による演習が６件と最後に模擬授業発表と総括の
協議各１件となっている。全部合わせて16の研修プログラムの内容は、1小学
校における英語活動等国際理解活動の在り方、2基本的理念と言語習得論、3
研修の在り方、4国際理解活動の在り方、5発音指導、6クラスルーム・イン
グリッシュ、7コミュニケーション活動等の講義と協議、8学校経営の視点で
捉えた小学校英語・校内研修の実際についての事例発表、演習では9ＴＴでの
コミュニケーション活動１、１０）ＴＴでのコミュニケーション活動２、１１）歌・
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チャンツの利用、１２）国際交流の在り方、１３）指導案作成、１４）模擬授業発表準備、
１５）模擬授業発表、１６）研修講師となるためにという総括である。
　これらの内容を５つに分けると、背景と意義・目的、校内研修の運営方法、
外国語活動の活動内容・指導方法、外国語活動に必要な教師の英語（クラスルー
ム・イングリッシュ）・発音、模擬授業体験となる。さらに、形態ごとに時間
数をみると、理論が、約９時間、発音やクラスルーム・イングリッシュの実践
練習が約３時間、歌やチャンツ、コミュニケーション活動、国際交流等の活動
実践演習が約６時間、授業案作成と模擬授業発表及び講評まで授業実践体験が
約６時間半となる。
　平成２０年度も同じく５日間ブロック研修が、熊本市で行われた。１２県からの
参加があり、県別に参加者を見ると、主催地である熊本からは２４名の参加に対
し、広島と香川が各１名で前年と同様に四国からの参加者は少ない。これらの
最多と最小の県を除いた数の平均は、７名ほどと前年より増えている。そして、
参加者の内訳は、指導主事等の行政関係者３７名、小学校教諭５６名の計９３名で前
年より２１名の増加である。前年度は４割に満たなかった小学校教諭の割合が、
６割を超えている点も注目に値する。やはり、完全必修化に近づいて、現場の
不安の表れと見ることもできるだろう。日程や講師は、前年度とほとんど同様
である。内容は若干の変更があり、前年度の歌・チャンツと国際交流の在り方
が「様々な外国語活動（『英語ノート』の活用）」に変わった。しかし、『英語ノー
ト』の中に歌やチャンツ、国際理解に関する題材は含まれており、内容が変わっ
たと言うよりは『英語ノート』という題材が加わったということだろう。そし
て、５０分間の「研修教材ＤＶＤの活用について」という時間も設けられている。
（日程の詳細は、付録参照のこと）
　外国語活動を指導する学級担任の資質や能力については、拙稿（２００８）に述
べたように英語でのコミュニケーション能力、言語や文化に対する知識、指導
力は必要であろう。岡・金森（２００６）は小学校教員が英語を教えるのに必要な
資質として、必要な英語力を身につけていること、子どもにあった指導法を知っ
ていること、コミュニケーションについて理解していること、子どもの実態や
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興味があるものを知っており、教材を選択し、また開発することができること、
外国のことや社会的な話題などに広く興味があることを挙げている。これらの
資質の中で、特に研修で養成すべき部分は、英語力、指導法、コミュニケーショ
ンについての知識、教材開発能力であろう。教材開発能力は児童の実態を知り、
他教科でも教材開発を行っている小学校教員は英語活動の指導案ができればそ
れに沿ったものが作れる能力を備えていると考えられる。さらに研修等の情報
交換の場があれば、経験を通して培ったこの能力がさらに磨かれ、様々なアイ
デアを得てより児童を引きつけ、より教師にとって使い易いものが生まれると
思うが、授業作りの上でまず最初に必要となるものではないだろう。外国語活
動のねらいを理解した上で、授業をプランする際にまず必要なのは、英語力、
指導法、コミュニケーションの知識だろう。中核教員あるいはその指導者に必
要な資質・能力は、児童に直接教える学級担任の持つべき資質と若干ずれる部
分もあるかもしれないが、重なる部分は大きいだろう。中核教員は、さらに「校
内研修を企画・運営する力」が必要となる。学校の実態を把握した上で、小学
校外国語活動の全体計画を描き、年間指導計画を練り、指導方法を考え、教員
全体のニーズに合った研修を計画しなくてはならない。
　このブロック研修では、外国語活動の背景と意義・目的、中核教員としての
役割を果たしていくために校内研修の運営方法、外国語活動の活動内容・指導
方法、クラスルーム・イングリッシュと発音指導を扱った教師の英語力が取り
上げられ、模擬授業体験し、発表するように構成されていた。英語力、指導法、
コミュニケーション能力についてはこの指導者研修の内容にしっかり盛り込ま
れているが、それぞれの割合は、前述の時間をみると、指導法、コミュニケーショ
ン能力は理論の中にも活動実践演習の中にも授業実践の中にも入ってくる。英
語力向上に直接結びつくクラスルーム・イングリッシュと発音指導時間の割合
は、全体の１割強である。韓国の最低必修１２０時間研修の内容は英語力養成に
７割、指導力３割弱という比重のかけ方が大きく異なる。これは、韓国の小学
校英語は教科として教えるため英語のスキルを重視しており、目標が日本とか
なり違うことを踏まえておかなければならない。しかし、日本人は、外国人よ
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りも自分の英語力を過小する傾向があり（バトラー，２００５）、英語力の向上は、
教師自身が児童の前で恥ずかしがらずに英語を使えるところまで、磨く必要は
あるだろう。研修の１割という時間では足りないので、自己研鑽をする必要が
ある。
　この研修の参加者の過半数が指導主事であることから、理論的な部分は各地
方自治体に持ち帰り、地方自治体の研修で復唱することは可能であろう。しか
し、実践的な部分は、その指導主事が実際に児童を前に外国語活動をしたこと
があるかによって、研修での学びが違ってくるだろうし、今後体験したことを
基に児童を前に授業をすることで、そこで得た知識や技術が身について、今度
は自分が研修の指導者として指導できるようになるのではないだろうか。指導
力という点でも、自己研鑽を積むことが求められているだろう。この点につい
ては、文部科学省も同感のようで、前述の『小学校外国語活動研修ガイドブッ
ク』に「理論等の知識を得るだけにとどまらず、自ら実践を通して効果的な指
導法を体得し、様々な実践に対して適切な評価や指導が出来るよう研鑽するこ
と」（2008，10）という表記がある。
　このブロック研修は、中核教員研修の模範を示すという点で、大変意義のあ
る研修であると思われる。しかし、次節で述べるように５日間の研修を受けて、
今度はそれを各地方自治体での研修で責任をもって指導するところまではなか
なかいかないのではないだろうか。そして、自信のない指導者から指導された
研修ではさらに習得率は減少するだろう。それに対する文部科学省の手立ては、
この『小学校外国語活動研修ガイドブック』である。理論編、実践編Ⅰ・Ⅱ、
実習編と章立てされ、理論編には小学校における外国語活動の根本的な考え方
や理念、研修の進め方、指導計画の立案、評価、小中連携についてなど校内研
修に必要な情報が網羅されている。実践編Ⅰでは授業を進める際の必要な知識
や方法、ティームティーチングの進め方などが説明されている。さらに校内研
修で授業研究をする際の取り組み方も解説されている。実践編Ⅱでは発音クリ
ニックと称して英語を発音する時の注意点がまとめられ、音声は付属のＣＤに
収録されている。実習編では授業で必要なクラスルーム・イングリッシュやＡ
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ＬＴとの打合せで使う基本英会話表現が挙げられ、発音に続いて同ＣＤに収録
されている。さらに、スキル別能力向上策や模擬授業を行う際の注意点がまと
められている。この他に、文部科学省は研修用ＤＶＤも作成している。これら
は校内研修の企画する際の指針となり、また実施する際の大きな助けになるだ
ろう。
４．中核研修としての四国・九州ブロックにおける地方自治体での教員研修
　地方自治体で行われる中核教員研修は、指導者養成研修と同様に連続５日間
（２５時間）程度行うとなっている。その中核教員は、各小学校において２年間
で３０時間の校内研修を円滑に運営し、現職の教師全員に対して小学校外国語活
動の基本理念等を理解するとともに、指導力の向上及び英語運用能力の向上を
図り、授業を円滑に運営することが求められるが、実際どのように進められて
いるのだろうか。ブロック研修の資料とともにまとめられた事前提出資料から、
四国・九州ブロックにおける研修の実態を探った。
　指導者養成研修の参加者は、各々の地域の小学校英語活動に関する研修、校
内研修、実際に行った英語活動の授業案の３件についてそれぞれをＡ４サイズ
１枚にまとめたものを事前に提出するようになっており、それらが事前提出資
料としてまとめられている。ここでは、各々の地域の小学校英語活動に関する
研修にのみ絞って見ていく。自由記述のため、その研修の全容を数値化するこ
とは難しく、参加者の地域に偏りがあるため、四国・九州地区の全体を表すも
のでもない。例えば、研修回数を明記していても、その時間が書かれていなけ
れば終日行われたのか、半日なのか、１～２時間なのかわからないのである。
それでも、この資料からかなり多くの研修の実態が見えてくる。
　平成１９年度の資料によると、研修実施がないところが５地域ほどある一方、
小さな地域で全教員に研修を行ったところも３地域ある。また、佐賀県のよう
に長期計画で地区別に全教員への研修を行っているところもある。佐賀県は１９
年度、６地区で各３日間の悉皆教員研修を行い、計６２７名の教員が参加した。
３年計画で平成２１年度に全小学校教員への研修が終わる予定である。このよう
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に、研修への取り組みの根本から地域によって格差がある。悉皆研修か、希望
研修かという研修の性格も地域によって異なる。各小学校から１名以上参加も
しくは各小学校英語担悉皆と記された研修と希望研修の割合は１：２である。
研修自体の数が多いのであれば、様々な希望研修が多いのは良いことであるが、
希望研修のみ開かれている場合は、参加する教員とそうでない教員の差が広が
ることになる。この悉皆研修が中核教員研修に相当すると思われるが、それが
全体の３分の１程度というのは文部科学省の研修計画からずいぶん遅れている
ように見える。前述の通り、研修時間は正確にみることはできないが、研修回
数は、年に１・２回のところが大半である。研修の形態は、指導者が参加者に
講義や演習で指導するタイプ、拠点校を中心として授業公開を軸に参加者が参
観あるいはそれについて協議するタイプ、ＡＬＴを指導者として英会話力向上
をめざす実践練習タイプである。３タイプの研修がすべてあることが理想であ
るが、そのようなところはほとんどなく、どれかに偏っているのが現状のよう
だ。ユニークな研修としては、小中高研修として、小学校の英語活動の授業を
中高の英語教員が参観し、授業研究の協議や、意見交換を行うというものがあっ
た。中学校教員の小学校での研修参加は資料でもかなり見られたが、高校の英
語教員にも今後、学習指導要領の改訂以外に生徒の質の変容があるはずなので、
この動きは先見の明があると言えるだろう。
　各地域が抱える今後の課題については、様々なことが出されているが、英語
活動の取組み方がわからず不安、英語力、教員の意識をどう高めるか、教員の
苦手意識、ＡＬＴ任せ、ＡＬＴ不足など、英語活動導入時の体制作りに関する
課題から、地域の年間計画作成、指導差、ニーズに応じた研修、評価、中学校
との連携、教材などの英語活動の充実へ向けての課題を挙げているところもあ
る。財政難を挙げているところもあり、具体的に何に対する資金不足なのか分
からないが、研修や教材、ＡＬＴ確保などが十分でないということであろう。
　平成２０年度の資料によると、研修実施がないところはさすがになくなってい
る。指導者研修に参加するということは外国語活動に取り組む姿勢がある証拠
であり、そうした地域だからこそ研修は行われているかもしれないが、このこ
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とから全国すべての地域で研修が行われているとは言いきれないだろう。さら
に、中核教員研修と明記した研修は、平成１９年度よりかなり増えている。中核
教員養成の必要性を地方の教育委員会も理解してきているということだろう。
ユニークな研修の取組みとしては、校内研修への講師派遣を各校２年に１回行
うというものもある。これは長崎県の取組みである。また、文部科学省から平
成２０年度から中核教員研修を各都道府県で実施するようにとの通知に対し５）、
地区別中核教員研修会を２１年度から２年間、実質４日間で各校１名、約６５０名
の研修を行う計画を立てた都道府県もある。さらに、英語活動の自主研究会の
組織の立ち上げもいくつか見られた。行政の研修を待つよりも、意欲のある教
員同士で情報交換から始め、教材研究などを共同で行うのは素晴らしいことで
ある。そうした組織の中で、自己研鑽することによって、継続的な学びが可能
になる。
　平成２０年度版の今後の課題の主なものは、『英語ノート』の活用、学校間差、
拠点校の取組みを他校へ広げる工夫、小小連携、小中連携、研修時期の検討、
複式学級での指導方法、評価、低学年・中学年での英語活動、情報交換の場な
どである。平成２０年度に『英語ノート試作版』が拠点校へ配られ、それをどの
ように活用するかという問題や、低中学年でこれまで通り英語活動を行えなく
なることへの組み直しは、この時期当然出てくる課題だろう。取組みに各学校
で差が出ていることや小中連携の問題は、昨年度に引き続いての課題である。
学校内の指導力の差や学校間での取組み差は地域の研修や校内研修で全体の指
導力を上げ、取り組む姿勢を促進する必要がある。さらには、小中連携のため
に中学校英語教員への小学校の研修参加を呼びかけたり、中学校教員の指導法
改善の研修を行うなどの対策も考えていく必要があるだろう。
５．おわりに
　平成２３年度からの外国語活動完全必修化は、どの小学校にも待ったなしで
やって来る。今回の新学習指導要領では、小学校で外国語活動をすべての児童
が学習することを前提に中学校、高等学校の外国語（英語）が作られている。
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年間３５時間、２年間で７０という時間は、小学校課程全体の中では非常に少しの
時間に過ぎないが、この７０時間が中高の英語への第１歩であることを考えると、
決して疎かにできない。英語という異言語で人と関わる楽しい体験をすること
によって、中・高の英語学習につながるコミュニケーション能力の素地が作ら
れるだろう。現状では、中学２年生で英語が嫌いであるという生徒は以前より
増え、８割を超えるという統計が出ている（ベネッセ，２００９）。平成２３年度か
らは、どの小学校も同じ条件で小学校外国語活動を行い、中学校英語へうまく
繋ぐことで、この数字が下がっていくことを願う。そのためには、文部科学省
の掲げる２年間で３０時間程度の校内研修を円滑に運営し、現職の教師全員に対
して、中核教員研修の内容を熟知させることは、是非とも徹底してほしい。学
習指導要領の主旨に沿った外国語活動が全国で展開することを切に祈りたい。
　文部科学省が中核教員養成のレールを敷いた以上、そのレールの上の列車を
走らせるのは、都道府県、市町村の教育委員会である。地域の中核教員をしっ
かり養成し、各小学校の校内研修が行われているか調査し、必要なところは指
導する必要がある。中核教員の役割は大変大きいが、地方自治体による養成研
修のみを受けて即、中核教員として働くのは、多少無理があるかもしれない。
やはり中核教員は、自己研鑽を続け、可能なら一人で気負わず仲間と研究グルー
プを作って活動すると、情報の共有や英語力の向上を図ることができ、さらに
外国語活動の一番のねらいであるコミュニケーション能力もさらに高まるので
はないかと思う。
注：
１）松川・直山（２００８， ９１）のベネッセの統計から英語活動をＡＬＴに任せている状況
が分かる。また、四国・九州ブロック指導者養成研修の事前提出資料にもＡＬＴに
任せていることを課題として取り上げているところがいくつかあった。
２）韓国では、小学校で英語が１９９７年に必修化され、すべての教師を対象に最低１２０時
間の基礎研修を義務付け、その内容は、教室英語を含む英語力向上に７割、英語教
授法に３割弱、その他２－４時間という時間構成で全国１２箇所の研修センターで行
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われた。（バトラー，２００５）
３）金森（２００３）は、学級担任に対しては、1日常会話能力、2クラスルーム・イング
リッシュ、3子どもの英語の学び方や英語の授業の進め方について知識があること
を、外国人講師には、1生の英語の提供者、2児童と心を触れ合わせるコミュニケー
ション能力、3児童の発話を引き出すファシリテーター役、4文化に敏感で言語の
学習を異文化理解の視点から捉えることのできる能力が必要だと述べている。
４）正確には、文部科学省自体ではなく、独立行政法人教員研修センターが主催地の県
教育委員会と共同で主催している。
５）平成２０年２月に文部科学省から平成２０年度から２年間、５日間の中核教員研修を各
都道府県で実施するとの通知があった。
付録：
平成２０年度小学校における英語活動等国際理解活動指導者養成研修（四国・九
州ブロック）各プログラムの形態・タイトル・時間および目的
１日目：
１）課題協議１「小学校における外国語活動の在り方」１１０分
　　目的：本研修の全体像（外国語活動が求められた背景、国の施策、意義等）
について理解する。
２）課題協議２「小学校における外国語活動の基本理念と言語習得理論等」９０
分
　　目的：外国語活動の基本理念と言語習得について理解を深める
２日目：
３）課題協議３「地方自治体における小学校外国語活動研修とその課題・体制
の構築」９０分
　　目的：地域における研修体制の在り方とその課題について情報を共有し、
問題解決への糸口を探る。
４）課題協議４「小学校における国際理解活動の在り方」９０分
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　　目的：国際理解活動の在り方の具体的活動を踏まえながら、工夫すべき点
等について理解を深める。
５）課題協議５「研修における発音等音声指導の在り方」７０分
　　目的：音声指導等を効果的に行うための知識・方法を探る。
６）課題協議６「クラスルームイングリッシュ」７０分
　　目的：教室で使う簡単な表現等について指導するための知識・方法を得る。
　　＊「研修教材ＤＶＤの活用について」５０分
３日目：
７）課題協議７「小学校英語における様々なコミュニケーション活動等」９０分
　　目的：小学校におけるコミュニケーション活動の意義と位置づけについて
理解を深める。
８）事例発表「学校経営の視点で捉えた小学校英語・校内研修の実際」９０分
　　目的：先進的な校内研修の取り組みの中から役立つ知識・方法を得る。
９）演習１「ＴＴでのコミュニケーション活動１」９０分
　　目的：ＴＴの役割、実際の教員の役割について学び、工夫すべき点等、よ
り実践的な手法について理解を深める。
１０）演習２「ＴＴでのコミュニケーション活動２」１００分
　　目的：ＴＴの役割、実際の教員の役割について学び、工夫すべき点等、よ
り実践的な手法について理解を深める。
４日目：
１１）演習３「様々な外国語活動１（『英語ノート』の活用）」９０分
　　目的：実際の授業を体験しながら、『英語ノート』の活用や歌・チャンツ
等の指導について役立つ知識・方法を得る。
１２）演習４「様々な外国語活動１（『英語ノート』の活用）」９０分
　　目的：実際の授業を体験しながら、『英語ノート』の活用やコミュニケーショ
ン活動の指導について役立つ知識・方法を得る。
１３）演習５「マクロティーチング（指導案作成）」９０分
　　目的：研修で得たことを十分に生かして、効果的な授業のあり方を探る。
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１４）演習６「マクロティーチング（指導案作成、発表の準備）」１００分
　　目的：研修で得たことを十分に生かして、効果的な授業のあり方を探る。
５日目：
１５）発表　１２０分
　　目的：作成した指導餡を元に授業を展開することにより、お互いに学び合
う。
１６）課題協議８「研修講師となるために」７５分
　　目的：発表内容に基づき、研修講師となるための知見を深める。
参考文献
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